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「東アジアの少子化のゆくえ―要因と政策対応の共通性と異質性を探る」

台湾の少子化と政策対応

伊 藤 正 一＊

はじめに

台湾の出生率は低下し続けてきた．その合計特殊出生率は，2010年の0.895まで低下し

続けてきたが，2011年になりようやく若干上昇し，1.065となった．しかしながら，その
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本稿の目的は，世界でも最も低い合計特殊出生率に直面している台湾において，どのような要因

が少子化をもたらしたのかを明らかにすると同時に，その状況に対する政策がどのように行われて

きたかを示すことである．そのために，台湾における少子化の状況について説明し，台湾の少子化

をもたらしたと考えられる要因について論じる．さらに，台湾における政策対応について説明し，

最後に台湾における大陸・香港・マカオと外国籍者との結婚状況とその配偶者の出生率について論

じる．

台湾では，女性の労働市場の環境が大きく変化してきた．男女の平均所得比率が縮小してきてい

る．また，女性の失業率の方が男性のそれよりも低い．台湾における労働市場のこのような変化が

女性の労働力参加率の変化をもたらしてきた．女性の年齢階層別労働力率の形は，M字型から山型

へと変化してきた．台湾全体として高学歴化が進展していると同時に，女性の高学歴化が男性のそ

れを上回り，女性の高学歴化は，女性の初婚年齢に影響を与えている．また，高い育児コストや住

宅費が，結婚や出産にマイナスに影響している．台湾では，統計的に影響しているとは言えないが，

出生率に対する寅年，辰年の影響は無視できない．

台湾における少子化の進展，特に世界で最も低い合計特殊出生率に直面して様々な政策的対応が

行われてきた．2010年から2011年におけて，合計特殊出生率は若干ではあるが上昇した．これは，

結婚するにあたって縁起がよいとされた中華民国99年（2010年）の「幸福久久」と100年（2011年）

の「百年好合」の両年と101年（2012年）は辰年で龍の年であることから結婚が増加すると期待さ

れている．このような理由から結婚数が増加し，出産の増加に結びついていると考えられる．しか

しながら，このような，出生率の上昇は，一過性のものであり，出生率の継続的な上昇，あるいは

低下しないためには，結婚や出産の妨げになるような環境を改善する政策が必要であり，その目的

で施行されてきた政策の効果が今後とのようになるのかを見極める必要がある．

外国籍者との結婚については，1990年代後半に外国籍・大陸出身者等の女性との結婚が増加して

きた．一般的に，本国人以外の母親の出生率は，本国人のそれよりも高いと考えられているが，台

湾の場合，大陸・香港・マカオと外国籍の母親一人当たりの出産数は，本国籍の母親のそれよりも

低く，一般的に考えられていることと一致していないことが明らかになった．

*関西学院大学国際学部



水準は依然として世界で最も低い水準であることには変わりはない．このような少子化が

どのような要因によってもたらされたのかは非常に重要である．そして，この少子化の状

況の下，どのような政策対応を行ってきたのか，そして，それらの政策対応がどのような

成果をもたらしているのか，は非常に注目されるところである．

本稿の目的は，世界でも最も低い合計特殊出生率に直面している台湾において，どのよ

うな要因が少子化をもたらしたのかを明らかにすると同時に，その状況に対する政策がど

のように行われてきたかを示すことである．第Ⅰ節では，台湾における少子化の状況につ

いて説明し，第Ⅱ節では，台湾の少子化をもたらしたと考えられる要因について論じる．

第Ⅲ節では，台湾における政策対応について説明し，第Ⅳ節で，台湾における大陸・香港・

マカオと外国籍者との結婚についての状況とその配偶者の出生率について論じる．

Ⅰ．台湾における少子化の状況

台湾において，1965年に家族計画が実施されてから，着実に人口増加の速度が抑制され

てきた．この台湾の家族計画は国際的にも高い評価を受けてきた１）．このような家族計画

の下，台湾の出生率は，着実に低下していった．図1が示すように，台湾の粗出生率は，
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図１ 台湾の粗出生率，粗死亡率，自然増加率の推移

（出所）「中華民国人口統計年鑑」（各年版）．

1）陳肇男・孫得雄・李棟明（2003）は，各執筆者が台湾の人口問題の研究者としてだけでなく，台湾の家族計

画に行政の側から従事してきた人々である．したがって，同書は，台湾の家族計画の長期にわたる実務面での

動きが詳細に表されており，台湾の長期の人口政策を詳細に紹介している．



1950年代をピークに，以降減

少し続け，2010年には7.19‰

まで低下した．ただし，2011

年には，若干上昇し8.48‰と

なった．粗死亡率は，1940年

代末より1950年代初めにかけ

て急速に低下し，その後1970

年代に5‰以下にまで徐々に

低下し，その後1987年まで5

‰以下が続いた．しかしなが

ら，粗死亡率は1988年に5‰

を超えた後，上昇傾向を示し，

2005年には6‰を超え，2011

年には6.59‰となった．粗出生率と粗死亡率の差としての人口の自然増加率は，1950年代

中頃の36‰以上をピークに，それ以後は低下傾向を示してきた．特に出生率の低下と2006

年以降の死亡率の上昇傾向とが重なり，2010年には0.91‰にまで低下し，台湾の人口自然

増加率がゼロ，あるいはマイナスになる可能性もでてきたが，2011年には1.88‰と若干で

はあるが上昇した．ただし，1.88‰は，若干上昇したとは言え，2010年の0.91‰の次に，

低い値である．このような状況から，急速に進みつつある少子化は，台湾が直面する重要

な課題の一つと考えられている．

合計特殊出生率は，図2が示すように1951年以来低下傾向を示してきた．台湾で家族計

画が開始した1964年の翌年，1965年に5.0を下回り，2010年には，0.895まで低下し，世界

で最も低い水準となっている．ただし，2011年の合計特殊出生率は，1.065となり，2010

年の水準を上回った２）．

女性の年齢階層別の出生率についても，総じて低下傾向を示してきた．図3は，20～24

歳，25～29歳，30～34歳の出生率の推移を示している．全ての年齢階層の出生率は，1950

年代から1970年代にかけて大きく低下している．1980年代に，20～24歳，25～29歳の出生

率は継続して低下しているが，他方30～34歳の出生率は若干の低下傾向を示しているもの

の，1989年以降2000年まで上昇傾向を示し，2010年に65‰に低下し，2011年には81‰に上

昇した．20～24歳，25～29歳の出生率は，共に多少の凹凸があるものの，1980年代後半ま

で低下した．25～29歳の出生率は，1990年代にはほとんど変化はなかったが，1998年の低

下と2000年の上昇は特徴的である．その後は，低下し続け，2010年に大きく低下し，2011

年に大きく上昇した．他方，20歳～24歳層の出生率は，1990年代に徐々にではあるが低下

し続け，2000年に72‰，2005年に44‰，2010年に23‰，そして，2011年も23‰のままであ

る．他方，25～29歳層と30～34歳層の出生率は，それぞれ2000年に33‰，90‰，2005年に
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図２ 合計特殊出生率の推移

（出所）「中華民国人口統計年鑑」（各年版）．

2）内政部戸政司のホームページ（02-04育齢婦女生育率）から．



79‰，68‰，2008年に25～

29歳層と30～34歳層の出生

率は逆転し，2010年に55‰，

65‰，そして，2011年には

それぞれ66‰と81‰となっ

ている．年齢階層別出生率

は，25～29歳層が一貫して

最も高かったが，2008年に

30～34歳層のそれが上回る

ようになってきた．このこ

とは，女性の晩婚化，それ

による出産女性の年齢が高

くなりつつあることを示し

ている．

最後に，結果として，台

湾の0～5歳人口がどうよ

うに推移してきたかを調べ

る．図4が示すように，0

～5歳人口は，1970年代に

は増加していたが，1981年

に241.5万人のピークにな

り，2010年に117万人，そ

して2011年には116万人に

まで減少し続けている．こ

のように，台湾における0

～5歳人口の推移から，

1990年代末以降の急速な減

少は，同期間の台湾の少子化の急速な進展を明らかにしている．

Ⅱ．台湾の少子化をもたらしたと考えられる要因

台湾における少子化をもたらしたであろう様々な要因が考えられる．それらの要因とし

て，経済発展による女性の出産の機会費用の上昇，女性の高学歴化，女性をめぐる様々な

労働市場の環境の変化，育児コストなどが挙げられる．

台湾における少子化をもたらした要因に関する様々な研究が行われてきた．例えば，

Narayan（2006）は，1966年から2001年までの期間のデータを用いて，台湾の出生率に

関する実証研究を行い，女子教育と女子労働力率が台湾の長期の出生率の主な決定要因で
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図３ 台湾の年齢階層別出生率

（出所）民生部戸政司ホームページ（02-04育齢婦女生育率）．

図４ 台湾の0-5歳人口の推移

（出所）内政部戸政司のホームページの年齢別人口から筆者が作成．



あることを明らかにしている．上村（2006）は，台湾の女性の労働力率の変化で特徴的な

点は，若年層の労働力率の上昇は顕著であるが，中高年層の変化は若年層ほど大きくはな

い，と指摘している．ChenandLiu（2007）は，台湾の年齢階層別出生率の長期推計を

行い，出生と女子労働力率との間には負の相関関係があることを示している．同時に，女

子労働力率に関連した要因として教育と産業構造の変化が重要であることを指摘している．

ChenandLiuは，出生率の低下に対して出産年齢の上昇と結婚数の減少が重要であると

指摘している．

経済発展による女性の出産と関連した機会費用の上昇について論じる．文大宇（2002）

は，台湾における長期の出生率の低下は，所得水準の上昇と極めて強い相関関係があるこ

とを示している．台湾の一人当たりGNPは，1984年には3,000ドルを超えた．その後，

1987年に5,000ドルを超え，1992年に1万ドルを超え，2005年には15,000ドルを超えた．

このような一人当たりGNPの上昇は，賃金の上昇を伴うものである．このように賃金が

上昇する中で，男女の平均所得比率が縮小してきている．図5によると，20～24歳層につ

いては，2003年に94.20であったが，2009年には101.39となり，若干ではあるが女性の平

均所得が男性のそれを上回っている．25～34歳層については，2003年に84.96，2009年に

は89.61になり，35～44歳層においても2003年の73.62から2009年には89.61にまで上昇し，

男女間の平均所得格差は，縮小してきただけでなく，20～24歳層では，若干であるが，女

性の平均所得が男性のそれを上回るようになった．

失業率についても，かつては男性の失業率よりも女性のそれの方が高かったが，1996年

以降は，常に女性の失業率の方が男性のそれよりも低い．例えば，リーマン・ブラザーズ

破綻のショックが台湾経済に大きなマイナスの影響を与えた2009年の失業率は，男性の場

合6.53％であったが，女性の場合は4.96％と男性のそれよりも1.5％以上低かった．台湾に

おける労働市場のこのような変化は，女性が労働市場により参加しやすくなり，女性の労

働力参加率の変化をもたらすと考えられる．
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図５ 台湾の年齢階層別男女平均所得比率（男性＝100）

（出所）「婦女労働統計」（2008年，2010年）．



次に，女性の年齢階層別

労働力参加率の推移につい

て調べる．図6は台湾の女

性の年齢階層別労働力率が

どのように変化してきたか

を示している．1982年の年

齢階層別労働力率は，まず

20～24歳でピークの58.82

％を示し，その後25～29歳

の42.89％， 30～34歳の

41.08％と低下した後，40

～45歳に44.55％に上昇し，

それ以後の年齢階層の労働

率参加は徐々に低下してい

る．これは，典型的な女性

のＭ字型年齢階層別労働力率である．学校卒業後就職し，結婚や出産によって労働市場か

ら退き，子育てが一段落した後，再度労働市場に参加し，徐々に労働市場から退くという

パターンである．図6によると，1982年から1990年までの変化は，20歳以上の全ての年齢

階層において，労働力率が上昇している．さらに，Ｍ字型の底の部分がなくなりつつあり，

Ｍ字型でなくなりつつある過渡期になっている．1982年と1990年の共通点は，全ての年齢

階層の中で20～24歳の労働力率が一番高い（1982年に58.82％，1990年に64.26％）と言う

点である．

1990年から2000年にかけての変化は，年齢階層別労働力率のピークが20～24歳から25～

29歳に変化した点である．これは，1990年代後半に急速な高学歴化，特に女性の高学歴化

が進んだ期間に一致している．2000年の女性の労働力率は，20～24歳が59.39％で1990年

のそれを下回っているが，25～29歳が71.00％で1990年の水準を大きく上回っている．そ

して，女性の年齢階層別労働力率の形は，山型（ここでは，年齢階層別労働力率が25～29

歳をピークに以後は低下し続けている形から山型と呼ぶ）へと変化している．この山型で

は，25～29歳層から30～34歳層にかけて低下した後，30～34歳層から40～44歳層にかけて

徐々に低下，その後大きく低下していくパターンである．2000年から2010年にかけての変

化は，この山形の年齢階層別労働力率を25～29歳から55～59歳の全ての年齢階層でより高

くなっていることである．例えば，2010年の女性の労働力率は，25～29歳のそれは83.69

％，30～34歳のそれは76.71％，35～39歳のそれは74.25％である．これらの結果は，1990

年代後半以降の台湾における女性の高学歴化により，女性の労働市場への参加が大きく変

化してきたことを示している．この期間の女性の労働力率の変化については，簡文吟

（2004）は，女性の就業形態で結婚や出産でいったん労働市場から退出して，子育て後に

再度労働市場に参加する割合の上昇が顕著であることを指摘している．また，李大正・楊

―55―

図６ 台湾の女性年齢階層別労働力率の推移

（出所）「婦女労働統計」（2008年，2010年）．



静利（2004）は，このように一度労働市場から退出し，再度労働市場に戻ってくる行動を

採る女性について，結婚や出産のために労働市場から退出する時期を遅らせ，再度労働市

場に戻ってくる時期を早める傾向があることを示した．行政院経済建設委員会人力規劃処

編著（2010）は，上記の女性の年齢階層別労働力率の推移と合計特殊出生率との間の負の

相関関係を示している３）．

次に，この女性の年齢階層別労働力率の大きな変化をもたらした主な要因としての女性

の高学歴化について論じる．女性の高学歴化については，図7が示すように，男女共に，

大学・短大卒の数が上昇し，特に女子の上昇は男性よりも大きく，1997年に女性の大学・

短大卒の数が男性のそれを上回るようになってきた．そして，男女の大学・短大卒業生数

は2004年まで一貫して増

加し続けた．1991年の18

歳から21歳人口に占める

高等教育に在籍している

割合は，初めて20％を超

えた．その後，同割合は

2011年には68.2％に達し

ている．男女の同割合は，

2011年にそれぞれ64.48

％，72.38％となってい

る．これらの数字は，台

湾全体として高学歴化が

進展していると同時に，

女性の高学歴化が男性の

それを上回っていること

を示している４）．

女性の高学歴化は，女

性の初婚年齢に影響を与

えている．台湾地区女性

の学歴別初婚年齢を示す

図8によると，常に中学

卒よりも高卒の初婚年齢

は高く，短大卒・大学以

上卒の初婚年齢は，高卒

のそれを上回っている．

このことは，高学歴化が
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3）行政院経済建設委員会人力規劃処編著（2010），55-59頁を参照せよ．

4）内政部戸政司のホームページから．

図７ 台湾の男女別大学･短大卒業生数の推移

（出所）StatisticalYearbookoftheRepublicofChina,2006.

図８ 台湾地区女性の学歴別初婚年齢

（出所）「中華民国89年台湾地区婦女婚育與就業調査報告」，「中華民国台�地区人

口統計」（各年版）．



初婚年齢を上げる要因となっているのが明らかである．台湾女性の初婚年齢は，全ての学

歴において徐々に高くなる傾向を示しているが，特に，2000年以降より顕著に高くなって

きている．初婚年齢の上昇は，出産年齢，特に第1子の出産年齢を上昇させると考えられ

る．

内政部統計処（2012b）によると，第1子出産の母親の平均年齢は，2001年の26.7歳か

ら2011年の29.9歳まで，10年間で3.2歳高くなった．さらに，30歳以上の母親が第1子出

産の母親に占める割合は，2001年に34.0％であったが，2011年には45.1％にまで上昇して

いる．これらのことから，第1子を出産した母親に占める30歳以上の母親の割合が急速に

上昇しており，50％を超えることも遠い先ではないことを示している．第1子の出産年齢

の上昇は，特に，30歳以上の母親が第1子を出産する割合が増加していることは，合計特

殊出生率の低下につながると考えられる．

台湾の育児コストと結婚については，行政院衛生署国民健康局による「国人対婚姻與生

育態度電話訪問調査結果」（2004年）がその関係について示している．その調査結果は，

以下のように報告している．20～39歳未婚で結婚を望んでいる女性の割合は51.2％で，結

婚を望んでいない割合は24.9％であり，男性のその割合10.7％と比較して明らかに高い．

次に，年齢階層別に調べると，未婚の25～29歳の年齢階層が結婚しようとしている者が最

も多く73％であるが，30歳以後は明らかに結婚を望む者の割合が低下し，30～34歳の場合，

53％，35～39歳の場合39％である．逆に，結婚を望んでいない者の割合は，25～29歳では

12％であるが，30歳を超えるとその割合は21％に上昇する．20～39歳の女性で結婚を望ま

ない主な理由は，独身生活の享受か独身主義（26.7％），経済条件がよくない（16.2％），

面倒なことを懸念する（14.6％）となっている．男性の場合，経済条件がよくない

（39.1％）が突出しているのと比較して明らかに異なる．出生に関しては，既婚年齢階層

25～29歳の場合，一人子供がいる場合，約半数は二人目を産もうとは思っていない．一人

子供がいて二人目を産もうと思っていない人たちのその主な理由は高い育児費である．一

方，理想の子供数が二人以上の者の割合は，85.8％で高い．これらことは，結婚するため

の様々な費用，育児費の高さが若者が結婚を望まない，二人目の子供を生もうとは思わな

い理由と考えられる．

伊藤（2007）は，子女の教育費と住宅の賃貸料の高騰が出産希望に影響を与え，高人口

密度による汚染の問題なども女性の出産の判断に影響を及ぼしている可能性を指摘してい

る．同時に，伊藤（2007）は，台湾における政策対応として，適齢結婚・適齢出産の大衆

への啓蒙，「二人っ子がちょうどよい」という人口政策の推進以外に，有配偶者の住宅負

担の軽減，保育園の増加，育児費の軽減，無給育児休暇制度と再雇用制度の推進，所得税

法と婚姻懲罰に関する規定の修正の検討など，様々な負担を軽減し，青年男女の結婚・育

児の願望を上昇させようとしていたことを指摘している．

伊藤（2012）は，台湾の出生率に対して，寅年，辰年の影響が無視できないことを指摘

し，その出生率に対する影響を調べている．1960年から2011年までの辰年は，1964年，

1976年，1988年，2000年の4年である．また，同期間における寅年は，1962年，1974年，
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1986年，1998年，2010年の5年である．辰年は，龍年とも書かれ，中国で龍は9つの生き

物に似ており，その鱗は81枚（＝9×9）であることから縁起のよい生き物とされている．

さらに，皇帝や優れた人物の象徴とされ，龍は天に昇るという考えから身を立てて天に昇

るとも言われる．その結果，出生率も高くなる可能性があると考えられる．寅年の虎につ

いては，虎は自分の子供を大事に守り手放さないことから，女子の場合，結婚が難しいの

ではとの迷信のために，出生を控える可能性が考えられる．伊藤（2012）では，簡単な回

帰分析（被説明変数は合計特殊出生率，説明変数は，年，年の二乗，辰年ダミー変数，寅

年ダミー変数）を行った結果，辰年ダミー変数と寅年ダミー変数の係数は，片側検定で統

計的に10％の有意水準でも有意でなかった．したがって，辰年ダミー変数と寅年ダミー変

数は，合計特殊出生率に影響を与えるとは言えないと指摘している．しかしながら，同時

に，前後の年との比較によって，過去2回の寅年の合計特殊出生率は前後の年よりも低く，

過去3回の辰年の合計特殊出生率は前後の年よりも高く，断定はできないが，過去の状況

から，寅年と辰年の影響はあるのではとの指摘をしている．過去の研究も寅年，辰年の出

生率への影響に言及している５）．

Ⅲ．台湾における政策対応６）

台湾における人口政策については，1964年に全面的に家族計画の推進を開始した．そし

て，1968年に台湾地区家族計画実施規則を公布し，1969年に中華民国人口政策綱領を公布

し，1960年代中頃以降，家族計画が具体的に動きだした．人口政策綱領は，その後数度の

修正があり，2011年12月に修正が行われている．その政策に含まれる「合理的人口構造」

では，1）適正な年齢の結婚・育児の推奨，配偶者を選ぶ環境の改善，結婚の機会の増加，

2）幸福な結婚を創ることへの協力，家庭と社区機能の促進，離婚率と家庭危機を低下さ

せる，3）出生率を高め，人口高齢化の速度を緩和し，人口構造を調整し，社会の永続的

な発展を支援する，4）幼児，児童，少年の世話と保護責任の推進，健全な出生と育児環

境を造ること，である．

行政院経済建設委員会編，『中華民国100年国家建設計画』（2010年）の重点政策の一つ

としての少子化に対する政策対応として，1）青年の結婚を奨励する，2）改造してよい育

児条件と環境を整える，を挙げている．前者については，住宅費用負担の軽減のために，

住宅ローンの利息補助が挙げられている．後者については，保育費用補助や幼児の世話サー

ビスの向上，5歳幼児の学費免除家庭養育計画の実行などが挙られている．
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5）余清祥，藍銘偉（2003）は，出生数を推計する場合，正確な修正は容易ではないが，虎年には出産数が減少

し，龍の年には出産数が増加する可能性があることを指摘している．

Tsay（2003）は，1997年から2001年にかけて，出生率は急速に低下していることについて，その変化をも

たらした主要な理由として，1998年の寅年は結婚や出産にとって不幸であるという考え方によっていると指摘

している．また，劉君雅・鄧志松・唐代彪（2009）は，2000年は，1000年ごとの節目の年であり，目出度いと

され，龍の年と二重によいということから前後の年よりも明らかに出生率が高い，と指摘している．

6）政策対応については，主に伊藤（2012）の報告に基づいている．



薛承泰（2010）は，少子化への政策対応についての重要な観点を示している．それらの

観点は，1）「養うことができるのか？」，言い換えれば，出産・育児費用を負担できるの

か，2）「子供を生みたい」，言い換えれば，社会の伝統的考え方，離婚率の上昇などのよ

うな価値観の変化に見られる若年者の結婚や出産に対する考え方が変化している，という

ものである．また，前者は後者に影響を与えるとしている．「養うことができるのか？」

への政策対応として，1）出生奨励，2）育児補助，3）保育・保母制度，4）教育方面の優

遇，5）住宅ローン補助，6）税務上の減免，7）育児休暇（手当て），8）移民（外来の若

年人口）を挙げている．

中央研究院報告としての「人口政策建議書」（2011年2月）において，経済建設委員会

の推計によると，今後の少子化の趨勢について，合計特殊出生率は2011年と2012年の辰年

は上昇するが，2013年には下がり始めるとしている．次に，女性の結婚・育児の先送りの

速度を遅らせる効果を考え，政府の出産・育児などの政策の効果を考えると，高・中位推

計では，合計特殊出生率は2015年から上昇し，2060年に1.6から1.3に達し，低位推計によ

ると，合計特殊出生率は，2060年に0.8となると展望している．

少子化に対しては，1）家庭のライフサイクルを改変し，出産・育児に有利な環境を構

築する，2）家事の男女平等を提唱し，女性が結婚することを奨励する，3）これまでの出

産・育児福利に換えて家庭に優しい政策を定める，としている．

「家庭のライフサイクルを改変し，出産・育児に有利な環境を構築する」については，

高等教育の拡大が，女性の初婚年齢を遅らせ，結婚しない場合も考えられ，結果として出

生率の低下につながると考えられる．そのために，高等教育（大学・大学院）の修業年数

を短縮することによって合計特殊出生率を上昇することは可能としている．また，大学卒

業後，大学院への進学前に有る一定期間就業し安定的な仕事に就き収入を得て，それによっ

て適切な年齢での結婚，家庭の形成，育児につなげる，としている．そして，高等教育の

過度の拡大を減少させるとしている．

「家事の男女平等を提唱し，女性が結婚することを奨励する」については，女性が高等

教育を受け，労働市場では男女の賃金格差も縮小し，男性との結婚の機会費用も高くなり，

家庭内での家事負担の不平等な状況を考えると，それらは女性が結婚したくないと思う主

な要因の一つである．そのためにも，家事負担の男女平等が重要と考えられるとしている．

「これまでの出産・育児福利に換えて家庭に優しい政策を定める」については，これま

での政策で大きな期待はできない．内政部「人口政策白書」（2008年）で，出生率を上昇

させるためには，政策案Ａ（0－6歳の児童で，第 1子に毎月2,000元，第 2子に毎月

5,000元，第 3子に毎月10,000元の手当てを支給する）の場合には，将来毎年300億元から

500億元の政府予算増が必要になるとしている．そのために，スウェーデンの政策が参考

になるとしている．すなわち，女性の出産・育児奨励の要件を満たすだけでなく，女性の

労働市場への参入を奨励し，同時に男女平等政策を推進し，さらに個人化した税制度，社

会安全ネットワーク，女性が出産後も出産・育児ができるための補助，育児・保育手当，

女性が第2子を欲しいと思うような産後安心して仕事に就くなどの社会福利と家庭政策の
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下，台湾においても，出生率が再び継続して低下することを防ぐことは可能としている．

その例として，台湾において，教師や公務員の場合，第2子を欲するより強い思いがある

と報告されていると指摘している．

次に，中華民国100年国家発展計画中の少子化の状況下の政策対応（2011年1月7日）

として以下の3点が挙げられている；1）「喜んで結婚し，出産を願い，育児能力をもつ」

計画の具体的政策と実施措置，2）青年が家庭をもつことを奨励する：「青年が安心して

家庭をもてるプログラム」を広く推進し，青年の住居負担を軽減する，3）出産・育児環

境をつくる：「児童教育及び世話に関する法律」草案を検討し定め，整合的幼稚園・保育

園政策を実施する：「5歳幼児の学費免除計画」の実施，よりよい出産・育児条件と環境

をつくる．台湾における重大政策のうち人口政策で，2012年に発表されている具体策とし

て，新婚家庭または未成年の若者の家庭に対して，申請があった場合には，家賃補助（月

額最高3,600元，最長12ヶ月）を行うことや，家庭状況により保育費用の補助を行うなど

の育児経済負担の軽減を試みている７）．

最後に，『人口政策百年回顧與展望』（2011年10月）の国民が結婚したい，出産したいと

の願望の推進のための施策の考え方として，家庭での保育・育児サービス体系の充実，妊

娠した学生に対する柔軟な対応，所得税の控除，不妊治療に対する人口生殖の発展，3名

以上の子供をもつ家庭の自宅購入のためのローン補助，出産無給休暇の夫婦に対する月収

保障のための保険，出産・育児奨励のための標語に関するキャンペーン，未婚の青年が美

しい国家公園で旅行し，男女が知り合う機会を提供する，が挙げられている８）．

台湾では，寅年，辰年が出生率に影響することを指摘した．言い換えれば，台湾では，

伝統的考え方，人々の心に訴えるキャンペーンあるいはスローガンが出生率に影響を与え

る可能性があること示唆している．中華民国99年（2010年）の「幸福久久」，100年（2011

年）の「百年好合」の両年は，結婚するにあたって縁起がよいとされた．99年は中国語の

発音が久久と同じであり，その年に結婚すれば「幸福は長く続く」を意味し，100年につ

いては，「百年うまく一緒に」のスローガンで，「結婚が長くうまくいく」を意味し，両年

は結婚数が増加した．さらに，101年（2012年）は，辰年で龍の年にあたり，縁起のよい

年とされ，さらに結婚が増加すると期待されている．このような結婚数の増加が，出産の

増加に結びついていると考えられる．2002年，2003年の女性の結婚数は，173,000人を超

えていたが，2009年には116,000人まで低下した．その後，2010年に133,822人となり，

2011年に165,305人にまで増加してきた．女性の初婚数も，2002年，2003年に，15万人を

超えていたが，2009年には10万以下にまで低下した．その後，2010年に114,251人となり，

2011年に142,819人にまで増加してきた．内政統計通報101年（2012年）第二十週，表二に

よると，女性の初婚年齢は2001年に26.4歳であったが，2005年には27.4歳となり，2010年

に29.2歳，2011年に29.4歳と継続して上昇し，2001年から2005年，そして2005年から2010

年と上昇のスピードが加速し，2011年にも継続して上昇している．
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7）内政部プレスリリース，2012年3月27日．

8）『人口政策百年回顧與展望』，69-72頁を参照．



Ⅳ．外国籍者との結婚について

台湾において，1990年代中頃までは，大陸・香港・マカオ配偶者と外国籍の配偶者の結

婚数に占める割合は，小さいものであったが，表1が示すように，1990年代後半以降大き

く変化してきた．このような理由の一つとして，台湾における若年層における男女比が

100を上回っていることが考えられる．さらに，1990年代後半に女性の大学進学率が急速

に高まり，それにともない教育水準の低い男性の結婚が困難になってきた．このような背

景から，外国籍・大陸出身者等の女性との結婚が増加してきた．表1が示すように，外国

籍（主に，ベトナム）・大陸配偶者の割合の合計は，2003年に31.86％にまで上昇し，結

婚数の3分の1近くまでになった．その後その割合は逆に低下したが，2010年において

15.49％である．2003年以降の外国籍・大陸出身者の配偶者の割合が大きく減少する中で，

大陸・香港・マカオの配偶者の割合は2003年の20.4％から2004年に8.35％にまで急激に減

少したが，その後のその割合の変化は少ない．外国籍配偶者の割合は，2003年の11.45％

から2004年にかけて15.47％に上昇しその後は低下傾向を示し，2010年には5.88％にまで

減少した．

このような大陸・香港・マカオ配偶者と外国籍配偶者の出産動向については，表2に示

した．表2によると出産した外国籍の母親の割合のピークは，2003年の13.37％でその後

は徐々に低下し，2010年には8.7％になった．次に，大陸・香港・マカオ出身の母親の出

産の割合は，2004年の5.18％から2010年の4.90％まで大きな変化はない．しかしながら，

外国籍の母親の出産に占める割合は，2004年に8.07％から着実に低下し，2010年には3.80
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表１ 国民と外国籍配偶者との婚姻に関する統計
（単位：人，％）

年 結婚数
国民

外国籍，大陸配偶者の国籍（地区）

合計 大陸･香港･マカオ 外国

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合

1998 145,976 123,071 84.31 22,905 15.69 12,451 8.53 10,454 7.16

1999 173,209 140,946 81.37 32,263 18.63 17,589 10.15 14,674 8.47

2000 181,642 136,676 75.24 44,966 24.76 23,628 13.01 21,338 11.75

2001 170,515 124,313 72.90 46,202 27.10 26,797 15.72 19,405 11.38

2002 172,655 123,642 71.61 49,013 28.39 28,906 16.74 20,107 11.65

2003 171,483 116,849 68.14 54,634 31.86 34,991 20.40 19,643 11.45

2004 131,453 100,143 76.18 31,310 23.82 10,972 8.35 20,338 15.47

2005 141,140 112,713 79.86 28,427 20.14 14,619 10.36 13,808 9.78

2006 142,339 118,739 83.23 23,930 16.77 14,406 10.10 9,524 6.68

2007 135,041 110,341 81.71 24,700 18.29 15,146 11.22 9,554 7.37

2008 154,866 133,137 85.97 21,729 14.03 12,772 8.26 8,957 5.78

2009 117,099 95,185 81.29 21,914 18.71 13,294 11.35 8,620 7.36

2010 138,819 117,318 84.51 21,501 15.49 13,332 9.60 8,169 5.88

（出所）内政部編，『人口政策百年回顧與展望』，表3－3－1，30頁．



％にまで低下した．これらの数字は，大陸・香港・マカオと外国籍の母親一人当たりの出

産数は，本国籍の母親のそれよりも低いことを示している．このことは，一般的に，本国

人以外の母親の出生率は，本国人のそれよりも高いと考えられていることと一致しない．

Yang,HuangandTsai（2009）は，研究結果から外国籍配偶者の出生率は，台湾人の結

婚した女性の出生率よりも低いことを明らかにしている．

おわりに

台湾の合計特殊出生率は，2010年の0.895という世界最低水準まで低下し続けてきたが，

2011年になりようやく若干上昇し，1.065となった．しかしながら，その水準は依然とし

て世界で最も低い水準であることには変わりはない．台湾では，女性の労働市場の環境が

大きく変化してきた．一人当たりGNPの上昇は，賃金の上昇を伴い，その変化の中で，

男女の平均所得比率が縮小してきている．1996年以降は，常に女性の失業率の方が男性の

それよりも低い．台湾における労働市場のこのような変化が女性の労働力参加率の変化を

もたらしてきた．女性の年齢階層別労働力率の形は，Ｍ字型から山型（ここでは，年齢階

層別労働力率が25～29歳をピークに以後は低下し続けている形から山型と呼ぶ）へと変化

してきた．台湾全体として高学歴化が進展していると同時に，女性の高学歴化が男性のそ

れを上回り，女性の高学歴化は，女性の初婚年齢に影響を与えている．また，高い育児コ

ストや住宅費が，結婚や出産にマイナスに影響している．台湾では，統計的に影響してい

るとは言えないが，出生率に対する寅年，辰年の影響は無視できない．

台湾における少子化の進展，特に世界で最も低い合計特殊出生率に直面して様々な政策
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表２ 母親の国籍別嬰児出生数統計
（単位：人，％）

年
嬰児出生数

出産した母親の国籍（地区）

出産した本国籍
母親

出産した外国籍の母親

合計 大陸･香港･マカオ 外国

合計 男 女 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合

1998 271,450 141,462 129,988 257,546 94.88 13,904 5.12

1999 283,661 148,042 135,619 266,505 93.95 17,156 6.02

2000 305,312 159,726 145,586 282,073 92.39 23,239 7.61

2001 260,354 135,596 124,758 232,608 89.34 27,746 10.66

2002 247,530 129,537 117,993 210,697 87.54 30,833 12.46

2003 227,070 118,984 108,086 196,722 86.63 30,348 13.37

2004 216,419 113,639 102,780 187,753 86.75 28,666 13.25 11,206 5.18 17,460 8.07

2005 205,854 107,378 98,476 179,345 87.12 26,509 12.88 10,022 4.87 16,487 8.01

2006 204,459 106,936 97,523 180,556 88.31 23,903 11.69 10,423 5.10 13,480 6.59

2007 204,414 106,898 97,516 183,509 89.77 20,905 10.23 10,117 4.95 10,788 5.23

2008 198,733 103,937 94,796 179,647 90.40 19,086 9.60 9,834 4.95 9,252 4.66

2009 191,310 99,492 91,818 174,698 91.32 16,612 8.68 8,871 4.64 7,741 4.05

2010 166,886 87,213 79,673 152,363 91.30 14,523 8.70 8,185 4.90 6,338 3.80

（出所）内政部編，『人口政策百年回顧與展望』， 表3－3－2，31頁．



的対応が行われてきた．2010年から2011年におけて，合計特殊出生率は若干ではあるが上

昇した．これは，結婚するにあたって縁起がよいとされた中華民国99年（2010年）の「幸

福久久」，100年（2011年）の「百年好合」の両年と101年（2012年）は辰年で龍の年であ

ることから結婚が増加すると期待されている．このような結婚数の増加が，出産の増加に

結びついていると考えられる．しかしながら，このような，出生率の上昇は，一過性のも

のであり，出生率の継続的な上昇，あるいは低下しないためには，結婚や出産の妨げにな

るような環境を改善する政策が必要であり，それらの政策の効果が今後どのようになるの

かを見極める必要がある．

外国籍者との結婚については，1990年代後半に女性の大学進学率が急速に高まり，それ

にともない教育水準の低い男性の結婚が困難になり，外国籍・大陸出身者等の女性との結

婚が増加してきた．一般的に，本国人以外の母親の出生率は，本国人のそれよりも高いと

考えられているが，台湾の場合，大陸・香港・マカオと外国籍の母親一人当たりの出産数

は，本国籍の母親のそれよりも低く，一般的に考えられていることと一致していないこと

が明らかになった．
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DecliningFertilityRateandItsCopingPolicyMeasuresinTaiwan

ShoichiITO

ThepurposesofthisarticlearetoexaminefactorsofdecliningfertilityrateinTaiwanthatisfac-

ingthelowestfertilityrateintheworldandtointroducethepolicymeasuresforcopingthatissue

inTaiwan.Thelabormarketsituationsforfemalehavechangedlargely.Theaverageincomeratio

betweenfemaleandmaleworkershasbeenshrinking,andtheunemploymentoffemaleislower

thanthatofmale.Thesechangeshavemadeiteasierforfemaletoparticipateinlabormarketthan

before.Thefemale'slaborforceparticipationrate(LFPR)byagegroupwasMshapedinTaiwan,

butthatshapehasbecomethatlikeamountain,thatis,theLFPRof25-29yearsoldgroupishigh-

estandafterthat,thatisdeclining,astheiragebecomesolder.InTaiwan,tertiaryeducationhasbe-

comedominantespeciallyforfemale.Thischangehasbeenaffectingtheageoffemales'first

marriage.Thehighcostsofchildcaringandhousingdiscouragesmarriageandchildbirth.Although

theeffectofChinesezodiacisnotstatisticallysignificant,ifweobservethemovementofbirthrate

inTaiwanyearbyyear,itisclearthattheTigeryearandtheDragonyearaffectbirthrateinTai-

wan.

ThevariouspolicymeasureshavebeenimplementedinTaiwanforcopingwiththelowestfer-

tilityrateintheworld.TotalFertilityRate(TFR)roseslightlyfrom2010to2011inTaiwan.

ROC99(2010)andROC100(2011)areconsideredastheluckyandmemorialyears,andROC101

istheDragonyear.Theseyearsgiveyoungpeoplemoreincentivetomarryandasaresult,fertility

raterose.Thisincreaseinfertilityrateistransient.Itisnecessarytoimplementpolicymeasuresin

ordertoimprovetheconditionsagainstmarriageandchildbirth.Thevariouspolicymeasureshave

beenimplementedinTaiwanforcopingwithdecliningmarriageandfertilityrate.Weshouldcon-

tinuetoexaminetheeffectsofthosepolicymeasures.

Themarriagewithforeignandmainlandbrideshasincreasedinthesecondhalfofthe1990s.In

general,itisbelievedthatthefertilityrateofforeignbridesishigherthanthatoflocalbrides.In

thecaseofTaiwan,however,thenumberofchildbirthofforeignandmainlandbridesislowerthan

thatoflocalbrides,whichisnotconsistentwiththegeneralimpressionaboutfertilityrateoffor-

eignbrides.


